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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
小型家電リサイクル法は正式な名称を使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律ともうしますが、
法律の最大の特徴は、義務づけ型ではなく、促進型・発展型の制度であるということです。

容器包装リサイクル法や家電リサイクル法では、事業者や消費者から強制的にリサイクル料金を徴収して、それによりリサイクルを実施します。
これに対し、小型家電リサイクル法では、小型家電から有用金属を回収し、その売却益で制度を動かしていくこととしています。

このため、広く薄く存在する使用済み小型家電を如何に効率よく大量に回収するかが、このリサイクル制度が成功する鍵となります。

小型家電は通常、一般廃棄物に分類されますので、これを広域に回収しようとする場合には市町村毎にいちいち一般廃棄物の収集・運搬・処分の許可をとる必要があります。
そこで、この法律では、小型家電を回収してリサイクルしようとする事業者は、回収とリサイクルに関する計画を環境大臣と経済産業大臣に申請し、認定を受けることで、市町村毎の許可が不要になるようにしています。

一般的なスキームといたしましては、国民の協力の下、市町村や小売業者が使用済みの小型家電を収集し、中間処理業者に引き渡します。中間処理業者で処理されたものを金属精錬業者が精錬し、有用金属を回収、売却して、循環利用します。

このプロセス全体を計画にまとめ、実施管理するのが「認定事業者」ということになります。認定事業者に特に制限はなく、商社や小売業者、中間処理業者など様々な主体が考えられます。

また、昨年６月２８日には初めて法律に基づく１４の認定事業者が認定され、８月９日には更に６事業者が認定され、今年に入りまして、１月２３日にも８事業者が新たに認定事業者に認定されています。
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